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するように調整される競争的な労働市場であ
るとしよう。
　生産関数の仮定より、限界生産力は逓減す
る想定となっている。労働供給量が少なく、
労働の限界生産力が高い場合には実質賃金率
も高くなる。労働の投入量が増加すれば、よ
り生産量は増加するが、限界生産力が逓減す
るため、実質賃金率も低下することになる。
これを図示したものが図 1 である。図 1 の縦
軸は生産量 、横軸は労働投入量 を取って
いる。労働投入量が から に増加した場
合、生産量は から に増加するが、資本
の投入量 を一定とした場合の限界生産力
は から へと小さくなる。図 1 で
生産関数の傾きが緩やかになっていることか
らも、このことが確認できる。つまり、労働
投入量が増大すれば、実質賃金は低下するこ
とになる。

　3.3　理論的考察
　公教育が存在せずに私教育しか存在しない
場合、各家庭における所得の格差は、教育の
格差を生じさせることになる。そして、知識
集約型の生産財と労働集約型の生産財のふた
つのタイプの財が生産されているとすれば、

　　 � （5）

となる。整理すると

　　 � （6）

　　 � （7）

を得る。（6）（7）式の と はそ

れぞれ、労働の限界生産力と資本の限界生産
力を表しており、両式の左辺は限界生産物価
値である�（6）。利潤を最大にする企業は要素
価格が限界生産物価値と等しくなるように、
生産要素を投入しなければならない。また、

（6）式は、 と書き変えることが

できるため、利潤が最大となる雇用量は、労
働の限界生産力と実質賃金が等しくなる�（7）。

　3.2　労働市場
　ここでは、労働の需要や供給の変化に応じ
て、伸縮的に実質賃金が変化し、市場が均衡

図1　生産関数と労働の限界生産力
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と変化し、いずれのタ
イプにおいても低下していることが確認でき
る。
　労働の限界生産性はいずれのタイプも労働
投入量が増加するに従い水平に近くなってい
く。
　労働者は分業により、知識集約型の財の生
産に従事する者と、労働集約型の財の生産に
従事する者に分かれることになるが、労働の
投入量が増加するに従い、賃金は両タイプで
平準化されるように思われる。しかし、スミ
スの想定では後者の方が多い上、知識集約型
の財の生産に従事する者、つまり高い教育を
受けた者は、さらに彼らの中での分業を進め
ることができるようである。
　上述のように、教育を受けていない者を失
業させることなく労働に参加させようとすれ
ば、労働市場では労働供給が増大し、実質賃
金を低下させることになる。そのため、教育
を受けていない者は低い賃金で労働すること
になるが、「ごく少数の単純な作業」【山岡、
下巻、p.136】に終始することになる、つまり、
労働は慣れによるルーティン化されたものに
なっていく。作業をこなして慣れていくにつ

労働者はいずれかのタイプに特化していき、
分業が進むようになる。
　図 2 は、高い教育を受けた者が生産する
財の生産関数を とし、教育を
受けていない者が生産する財の生産関数を

として図 1 を修整したものであ
る。教育は労働の生産効率を高めると考えら
れるため、高い教育を受けた労働者が従事す
る財の生産関数は教育を受けていない者が
従事する財の生産関数よりも上方に位置す
ることになる。そのため、労働投入量が同
じ でも財の生産量は、高い教育を受けた
者が 、教育を受けていない者が であり、

となる。つまり高い教育を受けた者
の生産量の方が高い水準となる。また、労働
の限界生産力も当然ではあるが、教育を受け
た者の方が大きいため、高い賃金を受け取る
ことになる。
　労働の限界生産性 はいずれの生産
関数においても労働投入量を
と増加させていくに従い、高い教育を受け
た 労 働 者 の 場 合 は
と変化しており、教育を受けていない労
働者の場合は労働投入量の増加に対して、

図2　教育水準の違いによる生産関数と労働の限界生産力
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裕がないため、子の世代も低所得が受け継が
れてしまうこととなる。
　また、彼らが一般の企業に就職したとして、
その企業は他社でも広く通用し、かつ高度な
教育訓練を単純な労働に従事する者に行うこ
とは期待できるだろうか。この期待が不確実
であるならば、公教育の役割が重要となる。
公教育によって教育の格差を小さくすること
で、創意工夫が必要な高賃金の雇用が創出さ
れて行き、国民の生活水準は高まることが期
待できる。

4．むすびにかえて
　本稿では、スミスの分業論との関係で教育
がなぜ必要とされるのかを『国富論』の記述
から確認を行った。そして、教育により労働
の生産性を高め、教育を受けた者は高い賃金
を得ることをモデルにより確認した。
　ただし、本稿では、高い教育を受けた者に
対して適切な賃金が支払われる、つまり労働
の限界生産力に応じて賃金が支払われるとい
う想定で論を進めている。また、労働市場は
速やかに実質賃金が調整されると仮定してい
る。現実的には、賃金はスムーズに調整され
ないことを考えればややタイトな設定となっ
ている。また、Becker（1975）らの人的資
本論などを十分に取り入れておらず、スミス
の教育論と人的資本論について考察すべき余
地が多く残されている。これらについては今
後の課題としたい。

注
（1）�これまでにもスミスの教育論に着目

した研究はなされている。たとえば、
Freeman, R. D. （1969）. Adam Smith, 
Education and Laissez-Faire. History 
of Political Economy 1: 173-86. Hyard, 
A. （2007）. Adam Smith and French 
ideas on education. In The Adam Smith 
Review 3: 75-95, V. Brown, ed. London 

れ、作業の効率をある程度は高めることがで
きるかもしれないが、生産関数を大幅に上方
にシフトさせるほどの創意工夫は起こらない
であろう。通常の腕前と熟練度があればよし
とされる職業においては、低い賃金のまま生
涯を終え、庶民の場合は

　�教育を受けるために使える時間はほとんど
ない。幼児のときにすら、親には養う余裕
がほとんどない。【山岡、下巻、p.140】

ため、低所得は次の世代にも繰り返されるこ
とになる。
　一方で高い教育を受けた者はその人数が少
ないため、比較的高い賃金を受け取ることが
可能である。また、教育を受けた者はそうで
ない者とは反対に、問題を解決するために理
解力を活かし、工夫を凝らしたりする機会を
うまく活かして、新たな財の生産分野を切り
開いていくことが期待できる。高い教育を受
けた者が生産する財のバラエティが増加する
ことは、それらを生産するために新たな雇用
の場が創出されることにつながるが、そこに
は高い教育を受けた者だけが参加し、活躍す
ることができる。これは、新たな分業が行わ
れることであり、高い教育を受けた者だけが
社会の中で稀少な人的資本を活かして、高い
所得を得る機会を増やすことができることを
意味する。
　順調に人口が増加している社会において
は、増加する人口をそのまま労働市場で受け
入れてしまっては、労働供給が増加し、労働
の限界生産力を低下させることにつながる。
彼らを全員労働市場に受け入れようとするな
らば、実質賃金を引き下げることとなるため、
何らかの方策が必要である。方策として考え
られるものは、増加した人口を何の訓練も無
しに労働者として労働市場に参加させるので
はなく、教育を受けさせるということである。
低所得の労働者は子どもに教育費を掛ける余
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and New York: Routledge. O’Donnell, 
M. G. 1985. The Educational Thought 
of the Classical Political Economists. 
Lanham: University Press of America. 
関劭訳『古典派政治経済学者の教育思
想 』 晃 洋 書 房，1993、Teixeira, P. N. 

（2007）. Dr. Smith and the moderns: 
Adam Smith and the development of 
human capital theory. In The Adam 
Smith Review 3: 139-57. V. Brown, ed. 
London and New York: Routledge. など
がある。また国内では、水田洋（1958）「ア
ダム・スミス―教育論を中心に―」『一
橋 論 叢 』 第 39 巻 第 4 号、pp.355-371、
関劭（1996）「アダム・スミスの教育論」
と「同感の理論」『神戸学院経済学論集』、
第 28 巻第 2 号、加納正雄（2000）「ア
ダム・スミスの教育論」『滋賀大学教育
学部紀要（人文科学・社会科学）』第 50
号、pp.55-67、坂本幹雄（2005）「アダ
ム・スミスの教育論」『通信教育部論集』
創価大学通信教育部学会第 8 号、pp.69-
95、など限定的ではあるが示唆に富む研
究がなされている。

（2）Teixeira（2007）、pp.139-140.
（3）山岡、下巻、pp.140-141.
（4）�人的資本に関する研究において最も代表

的な研究は Becker（1975）が挙げられ
るが、その第 2 章においても、生産物市
場は完全競争であると想定して議論が展
開されている。完全競争を想定すること
は現実的であるかという議論は残るが、
本稿は古典派経済学の父と言われるアダ
ム・スミスの『国富論』の記述について
考察するため、モデルもそれに従う。

（5）�生産関数が凹関数であるため、規模に関
する収穫一定性または収穫逓減性を持
つ生産関数である。つまり、生産関数

は任意の と任意の
に対して、 もしく

は、 が成り立って
いる。

（6）�限界生産力とは他の生産要素の量は変化
しないものとして、ある生産要素が 1 単
位変化したときの生産量の増加分のこと
である。

（7）「古典派の第 1 公準」と呼ぶ。
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A Study of Adam Smith’s Views on Public Education and  
Human Capital Formation
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Abstract
　Despite being generally in favor of the system of free-market, capitalist production, Smith acknowledges 
the downsides, and thinks that the situation of the working classes can and should be improved further. “In 
every improved and civilized society,” he argues, “this is the state into which the laboring poor ... must 
necessarily fall, unless government takes some pains to prevent it.” To stop people being totally sucked in 
to the mind-numbing factory system, in his view, the state needs to step in, providing “public diversions” 
for the poor including “painting, poetry, music, dancing”, to educate those whose lives would otherwise 
be devoid of intellectual stimulation. Smith also wanted England to adopt the “little schools” movement 
to spread literacy and numeracy among the population at large. State intervention in education was 
one of Smith’s less controversial recommendations. In sharp contrast with the vast majority of modern 
economists, he advocated laws banning usury. He also favored government regulations in the Mint, the 
Post Office, and hallmarks for gold and silver. In a word, he was a long way from a laissez-faire zealot.
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